
単年度計画への反映と学内共有が
将来計画の実質化のカギ

現状と提言

　将来計画を策定する私立大学が増加
している。私学高等教育研究所（以
下、私高研）がこれまで行った3回の
調査※1で「中長期計画」を策定してい
ると答えた私立大学の割合は、2006
年には25％、2009年には55％、2011
年には59％である。中長期計画を策
定する私立大学の数はこの5年ほどで
急増している。
　これは、事業計画（単年度）とは別
にいわゆる「中長期計画」を策定して
いる大学の数の推移を示したものであ
るが、これ以外の形で何らかの将来計
画を持っている大学の割合は、2011

年時点で76％に達している。図表 1
では各大学がどのような形で将来計画
を持っているのかを示したが、いわゆ
る中長期計画（59％）以外にも、「法
人、大学としての指針・大綱を掲げて
いる」（36％）、「経営の基本方針を成
文化している」（28％）、「事業計画を
複数年度単位で策定している」（25％）
などとなっている。
　詳しい結果は省略するが、規模が大
きい大学ほど、「事業計画と別に中長
期計画を策定する」ケースが多く、規
模の小さい大学ほど、「事業計画を複
数年度単位で策定する」ケースが多い
など、規模による一定の傾向がうかが
える。
　5年前には中長期計画を策定する大

学のほうが少数派（25％）であったが、
最新の調査ではむしろ策定していない
大学（24％）のほうが少ないという状
況に転じている。

　この背景として、近年、日本私立大
学協会が中長期計画をテーマとする研
修を行い、知恵を共有してきたこと
や、日本私立学校振興・共済事業団が
自主的な経営改善を支援するために、
各大学の中期の経営改善計画を審査し
て採択する「未来経営戦略推進経費
（以前は『定員割れ改善推進特別支援
経費』）」の事業を2007年から開始した
ことなどが考えられる。
　より根本的な背景としては、厳しい
環境と競争の激化の中で、私立大学に
とって、明確な目標と政策に基づくマ
ネジメントなしに改革を推進するのが
困難になってきたことがあるだろう。
　図表2には大学として直面する課題
を示したが、非常に困難な複数の課題
を同時に解決しなければならない厳し
い状況がうかがえる。近年の傾向とし
て、教学の課題が上位に入るようにな
りつつある。志願者や入学者の減少対
策、教育の質向上や就職率の向上と
いった課題への対応には非常にコスト
がかかるが、これらを支出削減と同時
に進めなければならない大学が多い。
こうした難しい課題を解決するため
に、より長期的な視点に立った政策立
案やその浸透が重要になっていると考
えられる。
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　中長期的な観点から計画を策定する
私立大学は増えているが、単に策定す
るだけで改革推進に効果があるわけで
はない。計画や政策を立案するだけで
なく、それが浸透し、教職員の行動に
結び付いてこそ、効果を上げているこ
とがわかってきた。このように将来計
画を「実質化」するには、何に注意を
払うべきか。ポイントを挙げる。
①自学の状況を把握する

　自学の実態を知るために分析してい
る情報を、図表3に示した。受験生推
移や志願者動向、授業評価、就職状
況、財務分析、学生満足度などの基本
情報は多くの大学で分析されている。
しかし、「地元の高校生のニーズ」
（32％）、「卒業生を採用する企業の意
見」（37％）など、ステークホルダー
のニーズと自学の現状の関係は、十分
な分析を行っていない大学も多い。大
学に対する厳しい意見も含めて実態を
把握して、その乖離を埋めるための情
報を集め、生かすことが重要だ。

　また、「学生の学習
実態調査」（40％）も
それほど高くないが、
学生の満足度や就職状
況等との関連性を含め
て分析することも有効
だと考えられる。大学
では自己点検評価や認
証評価など、さまざま
な情報収集・評価活動
が行われているが、こ
うした価値ある情報を
有機的に結び付けてお
らず、したがって十分
に活用できていない
ケースも多いのではな

いか。学内に眠っている貴重な情報の
収集・活用はトップのイニシアチブに
よって進める必要があるだろう。
②財政計画と結び付ける
　図表4には、将来計画を策定するう
えで重視する点をまとめた。67％の大
学が計画の財政的裏付けや見通しを
「とても重視」と回答しているとおり、財
政計画と結び付けることが重要である。
私高研の調査（2009年）では、中長期
計画が財政計画と関連している大学
（101校）の帰属収支差額比率は8.3％、
そうでない大学（57校）は‒1.9％で、財
政と結び付いた計画が収支の健全さに
つながっていることが明らかになって
いる。なお、この結果は大学の規模な
どの諸条件による影響を除外して分析
しても同様であった。
　私高研の最新調査では、財政状態が
悪い大学ほど、「全学のあらゆる課題
を盛り込む」ことを重視する傾向が見
られるが、優先課題を絞り込み、計画
を学内資源の適切な配分につなげるこ
とが一部の大学では重要であろう。
③単年度計画に反映する
　将来計画の具体性を確保するため
に、単年度計画に反映することも重要

だ。実際に、78％の大学がこれを行っ
ている。
　さらに、将来計画では「いつまでに
やるのかのスケジュールを明確にする
こと」や、「毎年、計画の進捗状況を
評価、確認すること」が重要である
が、前者は66％、後者は60％の大学
しか行っていない。単年度計画に反映
しても将来計画の進捗状況が思わしく
ない大学は、このあたりを再確認する
ことが必要だろう。
④構成員が課題を共有する
　計画を実際に行動に移し、改革を推
進していく主体は、経営陣ではなく、
学内の構成員である。将来計画は、教
職員の間で課題を共有・浸透させるた
めの手段として考えることもできる。
将来計画の浸透状況は、経営陣の間で
は56％の大学が「十分に浸透してい
る」と答えているが、全構成員につい
てはわずか 8％に過ぎず※2、きわめ
て多くの大学が構成員への浸透に課題
を残している。
　構成員の間に浸透している大学ほ

ど、将来計画の策定効果を強く実感し
ており、定員充足率や中退率は、ほか
の諸条件による影響を除外して分析し
た結果でも、望ましい状況にある。
　では、構成員との課題共有を進める
ためにはどうしたらよいのか。66％の
大学が行っているが、数値目標を掲げ
ることも効果的である。大学の現状や
課題をわかりやすい指標で示すことが
構成員の周知に役立っているようだ。
　数値目標を掲げている大学のみに対
象とする項目を尋ねたところ、定員充
足率（77％）や財務指標（76％）を掲
げるケースが多く、これらに比べると
就職率（52％）、中退率（35％）、学生
満足度（16％）はそれほど多くない。
その大学にとって重要な項目を厳選す
ることが重要で、やみくもに多くの項
目に数値目標を掲げても構成員の頭に
残らないだろう。
　計画策定の過程で、「情報を公開し、
意見等を受け付ける仕組み」も、課題
の浸透・共有を進めるうえで有効だ。
22％しか実行されていないが、これら

の大学における全構
成員への将来計画の
浸透は、18％が「十
分」、76％が「ある程
度」という状況だ※3。
なお一般的には、小
規模大学ほど大学の
課題は共有しやす
く、浸透が進んでい
ると考えられるが、
実際には、どの調査
データを用いて分析
してもこのような傾
向は見られない。つ
まり、規模に関係な
く、大学の努力いか

んによって浸透度は変わり得るという
ことだ。

　将来計画の策定は、すでに一般的に
なりつつあるが、重要なのは、このプ
ロセスを通じて学生募集の安定化と教
育力の向上を図ることである。そのた
めには、計画がその大学の現状や課題
に合っているかという内容の適切性や
実現性が重要であることは、言うまで
もない。これに加え、個々の教職員の
意識と行動をいかに大学の改革へと向
かわせるかが成否を分ける。将来計画
の策定によって、めざすべき方向性の
決定と共有、構成員の間での当事者意
識の醸成こそが、まずは重要である。
　最終的には、教育力向上のために教
職員が同じ方向をめざして行動するこ
とが当然とされ、個々の構成員の成長
が重視される組織風土の形成こそが、
改革の実現に結び付くのではないか。
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※1　私学高等教育研究所が日本私立大学協会加盟校に対して行った調査は、下
記の3つである。特に断りのない限り本稿では、③の調査結果を使っている。
①「私立大学理事会の組織・運営・機能及び役割等に関する実態調査」（2006
年、278校回答、回収率80.3％）、②「私立大学の財務運営に関する実態調査」
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（2009年、235校回答、回収率61.5％）、③「私立大学の中長期経営システムに
関する実態調査」（2011年、206校回答、回収率52.9％）
※2　両角亜希子2012「課題共有の重要性」『文部科学教育通信』No.297　
※3　両角亜希子2012「課題共有のための工夫」『文部科学教育通信』No.298
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